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諮問日：平成２９年７月４日（平成２９年度（最情）諮問第４２号） 

答申日：平成２９年１２月１日（平成２９年度（最情）答申第５２号） 

件 名：最高裁判所の裁判官志望者に対する面接選考に関する文書の一部開示の判

断に関する件（文書の特定） 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

 「６９期の判事補志望者に対して実施した，最高裁判所の面接選考に関する

文書（実施日時，実施場所，実施方法，面接担当者の肩書及び氏名等が書いて

ある文書をいうものの，これに限られない。）」（以下「本件開示申出文書」

という。）の開示の申出に対し，最高裁判所事務総長が，平成２８年１１月４

日付け最高裁判所事務総局人事局長通知「裁判官採用のための面接について」

（以下「本件対象文書」という。）を対象文書として特定し，その一部を不開

示とした判断（以下「原判断」という。）は，妥当である。 

第２ 事案の概要 

 本件は，苦情申出人からの裁判所の保有する司法行政文書の開示に関する事

務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記第２に定める開示の申出に対し，

最高裁判所事務総長が平成２９年６月１２日付けで原判断を行ったところ，取

扱要綱記第１１の１に定める苦情が申し出られ，取扱要綱記第１１の４に定め

る諮問がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

 原判断において不開示とされた部分（以下「本件不開示部分」という。）の

うち受験番号については，個人識別情報といえないし，面接時間，出頭場所及

び面接場所については，なぜ行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以

下「法」という。）５条６号に規定する不開示情報に相当するのか不明である。 

 また，本件対象文書以外に本件開示申出文書に該当する文書が存在すると思

われる。 



2 

 

第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

 本件不開示部分のうち受験番号については，司法修習生考試の受験番号と同

一であり，考試を同一試験会場で受験した者からは，容易に個人が識別できる

情報（法５条１号）に相当する。出頭場所及び面接場所については，最高裁判

所の庁舎は，全体として高度なセキュリティの確保が要請されており，一般の

来庁者の出入りが想定されていない庁舎の部屋の配置等を公にすることにより，

警備事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある（同条６号）。面接時間に

ついては，各受験者の面接時間を明らかにすることにより，今後の人事管理に

係る事務に関し，公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがある（同

号ニ）。 

 また，本件対象文書以外の本件開示申出文書に該当する文書は，廃棄済みで

ある。 

第５ 調査審議の経過 

 当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

① 平成２９年７月４日   諮問の受理 

② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

③ 同年１０月２０日    本件対象文書の見分及び審議 

④ 同年１１月１０日    審議 

第６ 委員会の判断の理由 

１ 見分の結果によれば，本件不開示部分には，受験者の受験番号及び面接時間，

担当部署のファクシミリ番号及び内線番号，出頭場所並びに面接場所が記載さ

れていることが認められる。 

まず，本件不開示部分のうち受験番号につき検討すると，その記載内容から

すれば，司法修習生考試の受験番号と同一であり，考試を同一試験会場で受験

した者からは，容易に個人を識別することができるという最高裁判所事務総長

の上記説明の内容が不合理とはいえず，法５条１号に規定する個人識別情報と
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認められ，同号イからハまでに相当する事情は認められない。 

 また，本件不開示部分のうち担当部署のファクシミリ番号及び内線番号につ

いては，同条６号に規定する不開示情報に相当する。出頭場所及び面接場所に

ついても，これらの記載を明らかにすることにより，各階においてどのような

用途の部屋が配置されているかが推知されることとなるから，全体として高度

なセキュリティの確保が要請されている最高裁判所の庁舎について，警備事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるという最高裁判所事務総長の上記説

明の内容が不合理とはいえず，同号に規定する不開示情報に相当すると認めら

れる。 

 さらに，本件不開示部分のうち面接時間については，この記載を明らかにす

ることにより，結果として，面接に要する個別の時間を明らかにすることにな

るから，今後の人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人事の確保に支障

を及ぼすおそれがあるという最高裁判所事務総長の上記説明の内容が不合理と

はいえず，同号ニに規定する不開示情報に相当すると認められる。 

 したがって，本件不開示部分は，法５条１号及び６号に規定する不開示情報

に相当する。 

２ 苦情申出人は，本件対象文書以外に本件開示申出文書に該当する文書が存在

すると主張する。しかし，本件対象文書の記載内容を踏まえて検討するならば，

これ以外の文書は廃棄済みであるという最高裁判所事務総長の上記説明の内容

が不合理とはいえない。そのほかに最高裁判所において本件対象文書以外に本

件開示申出文書に該当する文書を保有していることをうかがわせる事情は認め

られない。 

 したがって，最高裁判所において，本件対象文書以外に本件開示申出文書に

該当する文書を保有していないと認められる。 

３ 以上のとおりであるから，原判断については，本件不開示部分が法５条１号

及び６号に規定する不開示情報に相当すると認められ，最高裁判所において本
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件対象文書以外に本件開示申出文書に該当する文書を保有していないと認めら

れるから，妥当であると判断した。 

          情報公開・個人情報保護審査委員会 
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